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知識創造における社会関係資本の役割

文教大学大学院 情報学研究科 教授　石塚　浩

概要　新古典派経済学の限界を克服しようとした修正新古典派経済学のいくつか、すなわちゲーム理論、

取引費用の経済学、そしてエージェンシー理論が、組織の概念とどのように関わっているかを考察する。

そのなかで情報の偏在という問題解決に、調整機構としての組織階層が必ずしも有効ではないことを示

す。主体間の関係性がもたらす諸効果を社会関係資本と定義し、それが経済人モデルを修正させる点に

ついて論じる。以上を踏まえて、知識創造における社会関係資本の役割について考察していく。知識創

造の局面では、主体間のさまざまな知識や情報の結合と交換が必要となる。そこでは信頼、共通目的、

協力へのモチベーションが大きな役割を果たしている。
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知識創造における社会関係資本の役割

文教大学大学院 情報学研究科 教授　石塚　浩

� 経済学における組織概念の扱い

経済学の多くのテキストでは、まず完全競争という概念が説明されるとともに、その限界も指摘され

る �たとえば、西村、����� 石井他� ����� 西村� �����。完全競争のもとでは、市場で成立した価格をもと

にした行動が経済主体によって行われる。すべての経済主体はプライステイカーであり、市場では企業

の参入と撤退が自由に行われる。外部効果は存在しない。つまり、すべての財やサービスは私的財であ

り、公共財は存在しない。一方の経済主体である消費者においては限界効用と限界費用が一致するとこ

ろで消費が行われ、もう一方の主体である企業においては限界収入と限界費用が一致するところでの生

産が選択される。新古典派経済学では、各経済主体が合理的に自己の利益を追求し行動すると仮定され、

全体システムは単純明快に記述される。青木 ������によると新古典派経済のモデルを用いて、経済全体

のシステムを叙述しようとすれば、基本的に以下の３つの要素に集約されてしまうという。まず、資本・

労働・土地といった生産要素が各経済主体の間でどのように保有されているかを示す「初期保有」、そし

て生産要素と最終生産物との間の実現可能な投入産出関係を規定する「技術」、および消費者の嗜好を反

映する「選好」である。この３つが特定されれば、その経済の基本的な環境が決定されると述べている。

ところが価格による調整は、効率的な資源配分に失敗することがある。これを市場の失敗という。市場

の失敗がもたらされる要因は、完全競争の条件のどれかが成立しないことである。すなわち、経済主体

が価格支配力をもつ、市場に参入障壁が存在する。外部性が存在する、公共財が存在する、情報が不完全

である、などが挙げられる。不完全情報の問題とくに情報の偏在については、取引コストの理論、エー

ジェンシー理論、あるいはゲーム理論がそれらの仕組みを説明し解決策を論じてきた。

こうした修正された新古典派経済学で注目を集めたのが組織である。新古典派のもとで扱われる企業

は、単一あるいは複数の生産要素を用いて、単一あるいは複数の生産物を生産する経済主体であって、そ

の利潤の最大化を目指して行動するだけの存在であった。いわばその内部をブラックボックスとして扱っ

ており、企業を組織体として考察することはなかったといってよい。それに対して、修正された新古典

派経済学は組織を情報の偏在問題の解決方法として捉え、組織内部の不完全情報に起因する問題を積極

的に取り上げるようになった。

修正新古典派経済学での組織の捉え方はさまざまである。上記の代表的な経済学理論でも組織をどう

捉えるかは一様ではない。伊藤と松井 ���	��によると、市場取引と組織的取引は対極にある取引形態で

あり、それぞれの純粋型において次のような特徴を有しているという。まず市場取引では、取引が �回

限りで持続性がないこと �非持続性�、取引相手が誰であるか特定する必要のないこと �匿名性�が挙げら

れる。この匿名性の条件には、自由な参入・退出も含まれている。一方の組織的取引では、取引が数次な

いし長期にわたること �持続性�、そして取引相手を特定していること �取引相手の識別�が挙げられてい

る。伊藤と松井 ���	��は、この組織的取引が、通常の組織の概念とは異なるものだと主張しているが、

組織の基本特性を示したものと考えられる。組織は目標を有し実現に向けて分業関係や階層を形成して

おり、それぞれに多様な資源を保持しているとする立場からすれば、この基本特性は全くもの足らない
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かもしれない。しかし伊藤と松井のいう組織取引は組織概念にとって、十分条件とはいえないが必要条

件にはなっているといえるだろう。

情報の偏在があると市場は上手く機能しない。市場取引では競争の効率性と情報効率性の実現が期待

されるが、情報効率性は各経済主体が取引の対象となる財・サービスについて確実な情報をもっているこ

とが前提となるので、情報の偏在があると効率的ではなくなるからである。経済学における人間観は経

済人モデルである。経済人モデルとは、経済的報酬の程度によって人間の行動は変化するという見方で

ある。ここでは人間が自己の経済的利益を最大化しようとすると仮定される。情報の偏在があれば、そ

れを自分の利益に繋がるように活用しようとする。市場が上手く機能しない大きな理由がここにある。

ゲーム理論の題材として有名な「囚人のジレンマ」状況の解決策についてみてみよう。囚人のジレンマ

状況は次のように進展する。２人の囚人が大きな罪を犯したかどで逮捕される。彼らは、互いに連絡で

きないようにされている。そこで各囚人は、もう１人がどうするか不明なまま黙秘するか自白するかを

決める。取り調べ当局は、小さな犯罪の証拠を有している。囚人が２人とも黙秘し通せば、双方とも軽

い刑を受ける。この状況は相互に協力した利得である �双方の協力 
��。もし囚人の１人が黙秘し、も

う１人が自白するとする。この場合には、自白者は釈放され �一方の裏切り ��、黙秘者は重刑を受け

る �一方の協力 ���。両方が自白してしまえば �双方の裏切り 
�、中程度の刑が科せられる。

経済人モデルに従って行動する各囚人にとって望ましい順序は、�＞
�＞
＞ ��となる。他

の囚人がどのような行動をとろうとも、各囚人は黙秘よりも自白を選択する。なぜなら、�＞
�で

あるので裏切るほうが利得は大きいし、
＞ ��なので協力して裏切られる場合の損失が大きいから

である。

ところが、この状況が１回限りではなく継続的に何度も繰り返されると、協力関係が維持される ��������

��� �������� �����。つまり同じ相手と何度も繰り返すという組織的取引が導入されると、双方の協

力が得られるようになる。自分が裏切ることによって得られる現在の利得と、裏切りがもたらす将来利

得の損失とを比較し、将来利得が大きければ協力的関係が維持される。自分が裏切ると次に相手から裏

切られることによる損失が大きくなってしまう。だから繰り返しの関係は裏切りを抑止するという論法

である。

ゲーム理論は人間行動の様々な局面のうち、戦略的行動という部分的な一面しか扱っていないけれど

も、特定の相手との複数回の取引という組織の基本特性によって、囚人のジレンマ問題の解決策が導か

れる。

主体間の経済的取引の視点から考察したものに取引コスト理論がある。この理論は、市場で解決できな

い課題について組織を用いて解決しようする。ここでは組織概念として、調整活動を階層によって行う

階層組織が前提におかれる ������������ �����。階層による調整活動とは、分業された諸活動の間で不

可避となる調整について命令と報告を通じて行うことを意味している。市場取引をする主体間では、こ

うした命令はなじまない。市場取引条件は当事者同士の交渉によって決定されるからである。取引コス

ト理論の出発点は、市場と組織の調整方法の違いから発生するコストの差異である。����������������

は市場の失敗の概念において、市場か階層組織か �
��� �� � !�の決定を取引コストと組織内の管理コ

ストとの比較によって行おうとした。そして、どのような場合に市場取引あるいは組織が用いられるべ

きかを分析した。

彼によると、市場の失敗は人間の２つの特性から生じる。限定合理性と機会主義的行動である。限定

合理性とは合理的であろうとしても、入手可能な情報の制約から限られた程度しか合理的にはなれない

ことを意味している。そのために、取引のための契約を結んでも、予見能力上の限界から長期的企業活

動を合理的に実行できなくなる。機会主義的行動とは、取引相手の知らないことに乗じて、契約相手と
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の総和利益の最大化ではなく、自己の利益を最大化する行動をとるというものである。経済主体は自己

の利益を追求することによって動かされるという伝統的な新古典派経済学の仮定を、戦略的な行動の余

地を含めて拡張したものといえる。自己の経済的利益の拡大を期待して、他人に脅威を与えるふりをし

たり、順守する気持ちのない約束を締結したりする �#������ ��� 
����� �����。

さらに不確実性、取引の頻度、そして資産の特殊性が追い打ちをかける。これらの要因は限定合理性

に起因する相手方の情報処理の負荷を高め、そこにつけ込む機会主義的行動を強く取らせるに至るから

である。����������������はこうした場合の多くでは、市場での取引よりも組織内に取り込んだほうが

効率的だと主張する。組織では階層による調整が行われており、機会主義的行動を抑制することができ

るというのが理由である。�����������"����によると、川上と川下にあたる２つの企業が独立している

場合には、生じた利益について自己の分け前を増やそうという、ハイ・パワー・インセンティブがそれ

ぞれに働く。そのため契約の締結、実行、そして成果配分の各段階で不適合が生じる。反対に統合され

れば階層を通じて調整管理されるが、ロー・パワー・インセンティブしか働かないので、管理コストが

増加するとされる。

しかし、現実の経営行動をみると、不確実性、取引の頻度、そして資産の特殊性によって市場よりも

階層組織の採用が増加しているとは考えにくい。組織に統合することは管理コスト以外に、財務面で固

定費の増加を意味し、将来の経営判断の柔軟性を損なう恐れがあるからである。

こうした事情のなかで中間組織という、まさに市場と組織の中間的な取引によって、機会主義的行動

の抑止が実現される場合がある。たとえば、自動車メーカーと部品メーカーの関係などで頻繁に行われ

てきた系列関係は、中間組織の好例である�。組み立てを中心とする自動車メーカーと、この企業との取

引が売上の大半を占める部品メーカー数社で構成される関係である。自動車メーカーはこのような系列

関係を用いて、市場取引を維持しながら部品メーカーの機会主義的行動を抑えている。工夫の１つは複

社発注である。ここでは簡略化して説明するが、同一部品を複数の部品メーカーに発注する。価格や品

質面で部品メーカーを競わせ、実績を上げた部品メーカーからは、より多くの購買を行う。また承認図

メーカーと貸与図メーカーに部品メーカーを分類して対応し、技術面での格差が生じにくいようにして

いる。さらには、自動車メーカーみずからが部品の生産を行い、生産にかかわる技術や原価の把握に努

めている。

とくに系列取引にまで言及しなくても、経営戦略論で扱われる差別化は、取引相手にとって自社を唯

一の相手として認識させ依存関係を形成することで、相手企業の機会主義的行動を抑止している。他社

では購入できない財やサービスの提供を通じて、買い手の間での競争を生じさせる。このなかで情報の

偏在を解消するとともに、自社に有利な状況を作り上げていくことが可能となる。

取引コスト理論は、階層組織に統合することで機会主義的行動をとらせないようにすることを主張す

る。だが今みたように、必ずしも統合が最適なものとはいえない。市場取引に組織的取引 �特定の相手と

の長期間取引�を導入し、取引関係を工夫することで、協力関係を維持し、相手の機会主義的行動を抑止

して、自己の利益の最大化を追求することはできる。

#������ ��� 
����������は取引コスト理論を批判し、組織は市場の失敗がみられるときに効率的な

取引を構築するための市場の代替物ではないと主張する。彼らは市場の論理とは異なる論理によって、

組織はある種の経済活動をコントロールするための独自の優位性を有しているとし、取引コスト理論は、

この差異を認識していないと述べている。この主張は、組織をどのように捉えるべきかという課題を提

起している。少なくとも、取引コスト理論が注目する階層による調整の意義だけで、組織を語ることは

できないだろう。

�自動車メーカーの中間組織の分析は、浅沼 ������ に詳しい。
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情報の偏在に起因する問題点を扱う別の経済理論として、エージェンシー理論がある。この理論は、取

引コスト理論が一般的な、財・サービスの交換関係を研究対象とするのに比べて、とくに委託者と受託者の

交換関係において、エージェントの行為がプリンシパルの効用水準をどのように左右するか、プリンシパ

ルはこのエージェントの裁量行為に対してどのように予防措置を講ずるかを検討する。%������������	��

によるとエージェンシー理論はエージェンシー関係にある２つの問題の解決に向けられている。第１の

問題はプリンシパルとエージェント間の目標が相反していて、エージェントが実際に何をしているのか

確認するのに大きなコストが発生することである。第２の問題は、プリンシパルとエージェントがリス

クに対して異なった態度を有しているとき、生じるリスク配分の問題である。エージェンシー理論の考

察対象は、協力すべき行動に関与しながらも、異なった目標を持ちリスクへの異なった態度を有するプ

リンシパルとエージェントの関係といえるだろう。

情報の偏在が存在していなければ、プリンシパルはエージェントに対して意思決定権を委譲すること

による分業と専門化のメリットを完全に享受できる。したがって、必要な情報がコストなしで入手でき

る世界であれば、取引によって得られるベネフィットを最大化する分業構造は最善の成果をもたらすと考

えられる。しかし、プリンシパルがエージェントの持っている情報をすべて持っているわけでないなら、

つまり情報の偏在が存在するならば、エージェントはその情報上の優位を利用して自分自身の利益を追

求し、プリンシパルの利益の実現に向けて必ずしも最善を尽さなくなる。

%������������	��によると、エージェンシー理論と取引コスト理論は類似しているという。双方とも

私利性と限定合理性を仮定している。また双方とも共通の考察対象を有していて、取引コスト理論での

「階層組織への統合」はエージェンシー理論での「行動に基づく契約」に対応し、「市場取引」は「結果

に基づく契約」に対応している。しかし、これらの理論は異なった経済学的背景を有している。取引コ

スト理論は組織の境界に関心を寄せるのに対して、エージェンシー理論は境界とは関係なく、協力関係

にある契約に焦点が当てられる。エージェンシー問題に対して、階層による調整は解決策とはならない。

なぜならプリンシパルとエージェントの目標の不一致の問題は、階層組織の内部でも生じるからである。

エージェンシー問題の解決は、プリンシパルのモニタリング力の強化や両者の目標の統一を通じて図ら

れることが多い。たとえば情報システムによる管理機能の充実は、エージェントの行動の監視に役立つ。

また、ストックオプション �株式購入権�制度は、株主と経営者、株主と従業員、あるいは経営者と従業

員のエージェンシー問題を解決する１つの方策である。経営者や従業員の利益を株主の利益と一致させ

ることで、プリンシパルとエージェントの間の目標の不一致を解消しようとするからである。また会社

法で導入された株式会社の新しいガバナンス方式である委員会等設置会社の制度は、取締役らによる経

営者行動の監視強化を意図している。

� 社会関係資本とその役割

ゲーム理論、取引コストの経済学、そしてエージェンシー理論は、情報の偏在について説明し解決策を

模索してきたが、いずれの場合も自己の経済的利益追求の視点から考察が行われてきた。将来の利益を

短期的な利益よりも大きくすることで協力を導き出したり、機会主義的行動をとることが自己利益の損

失に繋がるという畏怖から協力させたり、あるいは互いの利害が一致する状況をつくりだすなどである。

経済学が経済人モデルに従っていることからすれば当たり前なのであるが、このように個人や企業の行

動をすべて経済人モデルで考察することには限界がある。経済人モデルが人間の行動の一部を説明して

いることは間違いないが、人間はもっと多面的で複雑な存在である。ホーソン実験や人間関係論の成果

を持ち出さなくとも、人間は社会的な存在であって他人から影響を受け、逆に影響を与えていることは

&
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自明なことだといえるだろう。社会学者の富永健一 ������ �'""("��は、自我と他者という二人の行為者

の間で、互いに満足の源泉が相手の行為者にあることから相互行為がおこなわれることを、「交換」と定

義する。その上で、自我が他者から得る満足は自我にとっての利得であるが、自我が他者から利得を得

るためには自我は他者に満足を与えねばならず、それにはコストを支払わねばならないと述べる。さら

に富永は、獲得対象である価値が経済的価値である交換を、とくに「経済的交換」であるとする。交換

には経済的価値以外のものも対象として含まれるのであるから、経済的交換は交換という行為の一部を

構成すると考えられる。

そうだとすれば、現実世界において経済的交換だけを取り出して分析することには無理があるように

思う。経済的交換をメインとする市場取引においても他の様々な要素の交換が絡んでくると考えるほうが

自然である。市場取引について従来の経済学的な視点ではなく、人間の有する社会性を踏まえた分析が

必要となる。情報の偏在の問題の解決にも手がかりを与えてくれる可能性が高い。�))�������によると、

企業間のネットワークは市場の論理とは異なった交換の論理で動いているという。この交換論理はエン

ベディドネス ���*����������と呼ばれる。彼は、このエンベディドネスが組織間のネットワーク形態に

特有の諸機会 �場合によっては制約�をもたらしていて、標準的な経済学的な説明では予測できない結果

をもたらすと述べている。さらに、経済学の論理では、社会的連結の経済行動への影響は軽微とされる

けれども、実際には価格システムの効率性を補完することがあるという。�))�������は、ニューヨーク

のアパレル業界の "$社を対象にして、このエンベディドな関係による影響を調査した。その結果、時間

の節約、配分問題のパレート的な改善、統合的な調整、そして複合的な適合が促進されることを見いだ

した。エンベディドな関係では、市場取引では対象となりにくい情報がやりとりされる。+���������"�

は、戦略、生産ノウハウ、そして利益率についての詳細な情報が、エンベディド連結を通じて移転される

と述べている。つまり、経済的交換では得られない多様な情報や知識の学習が促進されると考えられる。

市場の論理とは異なった交換の論理が存在することについて、#����,��������	��は次のように指摘す

る。行動と制度が社会関係によってどのように影響されているかは、社会理論の古典的課題の１つであ

る。経済的行動のどの程度が、産業社会で形成される社会関係構造にはまり込んでいるかを検討する必

要がある。通常の新古典派経済学はこうした現象に原子論的説明をしているが、経済的活動の十分な説

明にはエンベディドネスを考察する必要がある。経済活動は内容、目標、そしてプロセスにおいて、非

経済的活動や制度に依存している。経済活動と非経済的活動は相互に結びついているので、社会関係全

体が生産性の向上と連結している。経済学のモデルでは、学習によって変化する個人の能力に生産性を

帰属させようとするが、社会的ネットワークにおける協力関係が生産性に影響を与えている。

さらに #����,��������	��は社会的ネットワークが、３つの中心的な理由において経済的成果に影響

を与えると述べている。第１に、社会的ネットワークは情報の流れと質に影響する。多くの情報は難解

で複雑であるので確証が難しい。そこで知っている人からの情報を頼りとする。第２に、社会的ネット

ワークは報酬と懲戒の重要な源泉である。第３に、インセンティブのバランスが不利になっても、他人

が正しく行動すると信じることを意味する信頼は、社会的ネットワークのコンテクストで生じる。

#����,�����の主張は、合理的に自己の利益を追求しようとする行動とは別の行動原理 �つまり社会的

関係にもとづく行動�が存在していて、それがあるがために市場活動は円滑に行われていると述べる。そ

して、そこに情報の偏在の問題を解消する作用も見いだされる。それは社会的関係のもたらす協力への志

向が、経済的利益の極大化行動を緩和させると考えられるからである。また社会的関係は人それぞれで異

なるから、誰がどのような関係を保持しているかでその価値は異なってくる。よく「人脈はその人の資産

である」という言い方をするが、まさにそのとおりであるといえるだろう。-������� ��� #������������

は社会的関係の有する価値について、社会関係資本 �.�/��� ��������という概念を紹介している。彼ら

�
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によると、社会関係資本とは個人単位や社会の単位によって保有される関係のネットワークに含まれる、

あるいはネットワークを通じて利用できる、またはネットワークから生じる現実あるいは潜在的な資源

の合計である。

0 ����������は、社会関係資本の３つの次元を明らかにしている。それらは構造的、関係的、そして

認知的次元であり、各次元は相互に関連しているという。

構造的次元とは、関係ネットワークの形態を示すものである。この用語は単位間の連結の非人格的な

連結形態を表している。誰と連結しているか、どのような形で連結しているかの結びつきのパターンを

示す。最も肝心な点は、行為者間にネットワーク連結があるかないかである。

関係的次元とは、相互作用の歴史を通して形成される人間関係から発生するものである。ここでは尊

敬や友情のような人びとが有している特定の関係に焦点が当てられる。信用、ルール、義務、制裁、あ

るいは義理人情といった言葉がこの次元をよく表現していると考えられる。

認知的次元は、共通目的、価値観の共有、理念、そして文化などの言葉と関係が深い。ネットワーク内

の知識や情報の解釈や意味づけを促進するものである。社会関係資本の立場からは注目されて来なかっ

たが、経営学や経営組織の研究において従来から注目されてきたものである。

構造的次元と関係的次元の違いについては、次のように考えることができるだろう。社会構造において

行為者の有する連結は、その行為者にいくつかのアドバンテージを与える。たとえば、人びとは職を得

るために、情報源として知り合いに頼ることがある。ここでは誰と結びついているかという構造的次元

が大切となる。#����,��������	��は職探しにおいて、知人が幅広くいることの大切さを指摘している。

それに対して関係的次元では、信頼や信用のような人間関係に根ざした特性が考察される。信用されてい

る行為者は信頼関係がないと得られないような、目標達成へのサポートを確保する可能性が高いだろう。

社会的相互作用の連結を示す構造的次元は、社会関係資本の関係的次元の諸特性である信用を刺激す

るかもしれない。頻繁かつ緊密な相互作用は、行為者たちにお互いを知覚させ、重要な情報を共有させ、

さらには共通の視点を創り出すからである。また構造的次元からみてネットワークの中心的位置を占め

る行為者は、他の行為者から信頼を得ていると推測されやすいだろう。さらに価値観およびビジョンの

共有は認知次元の主要な特徴であるが、メンバーの意思決定に共通の価値観をもたらすことによって関

係的次元の要素である信頼関係の発展にも寄与すると思われる。

-������� ��� #������������によると、社会関係資本はさまざまな形態をとるが、各形態は２つの特

徴を共有しているという。まず第１に、社会関係資本は人員間の関係に固有のものであり、他の資本と

異なり排他的所有権を一人のプレイヤーが持つことはできない。よって社会関係資本は簡単には商取引

の対象とならない。共有された価値観、相互の信頼、そして義理人情などはメンバーが変われば容易に

は移転できないからである。第２に、社会関係資本は社会構造のなかでの個々人の行動を促進する。社

会関係資本はそれがない場合には成し遂げられない目標の達成を実現するからである。

制度としての組織は市場と比べて、社会関係資本の水準を高めやすいと考えられる。組織の要素は協

働意思、共通の目的、そしてコミュニケーションであり �����������$	�、個人を原子論的に扱う市場に

比べて、メンバー間の関係を重視している。まさに構造的、関係的、そして認知的な面で社会関係資本

は組織内で蓄積されやすいと考えられる。また市場取引よりも組織が選択される理由の１つは、こうし

た社会関係資本の蓄積の容易さにあるのかもしれない。ただし中條 ����	� ��'"��("	��が主張するよう

に、これらの３要素を組織の成立要件とみるべきではなく、むしろ理想的な組織で求められる機能と捉

えるべきである。よって、企業などの通常の組織体において、社会関係資本が十分に形成されていない

こともあるし、組織とは一般に呼ばれないところでも社会関係資本は形成されうる。
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� 社会関係資本と知識創造

社会関係資本は、知識の創造にいかなる影響を与えているのだろうか。知識創造をおこなっている典

型的な例といえる研究活動集団を考えてみると次のことが想起される。グループ内のあらゆる研究者は、

共通目標である研究成果を上げるために互いの活動について理解し調整しあう必要がある。そのために

何度となくミーティングを開くことが要求され、互いに信頼しあうことも大切な条件となる。特定のメ

ンバー間で繰り返される、このような関係では、先述した社会関係資本の３つの次元が充足されやすい

と考えられる。

研究者間の情報や知識の交換を、市場における経済的交換のみで実現しようとするならば、およそ彼

らの研究が実を結ぶことなどないであろう。エンベディドな関係の形成が知識の創造に寄与していると

思われる。

��� 知的資本の形成

知的資本とは、組織などの社会集団が有する知識および知る能力を意味する �-������� ��� #�������

�����。知的資本の形成については、社会関係資本が大きな役割を果たすと思われる。学習や知識の創造

においては、他者との相互作用が不可欠である。他者の知識や情報を取り入れる一方で自らの知識や情

報を発信する。こうした交換のなかでは、個々の見解やそれら見解への疑問点がやりとりされ、より高い

価値を有する知識が生み出されると考えられる。そして知識の学習や創造に対して社会関係資本は、こ

うした相互作用の場所を提供しているといえるだろう。

茂木 �"���� �'����は、創造性が個人の独創性によってのみもたらされるという「独創性」の神話に固

執することには害が多いと述べる。もし「独創性」の神話が正しいのであれば、創造的であるためには

引きこもればよいことになってしまう。人と人とのコミュニケーションが、新しいものの創造のきっか

けになることが多いと指摘している。

学習についても、単に個人が知識を吸収するというのではなく、他人との相互作用が不可欠なものと

する考え方が現れている。+�,� ��� ���1��������は、人間の全体性に重きをおき、行為者、活動、さ

らに世界が相互構成的であるとみなすことによって、事実についての知識や情報の受容を学習としてき

た支配的な仮説について、再検討する機会を提供している。彼らは、学習に関する過去の説明は、学習

が本来もつ社会学的な特性を無視してきたと論じる。認識論的説明から踏み出して、彼らは学習が実践

の共同体への参加の過程であること、しかも、ここでいう参加とは当初は周辺的だが、次第に関わりを

深め、複雑さを増してくるものだ、としている。

上野 ������ ��'�"�(�"��は、学習における相互作用の重要性について次のように述べている。「初心者

や新参者の側だけが学習するといったことは考えにくいのではないだろうか。むしろ、熟練者は、道具

や技術や他のコミュニティとの関係において、ある意味で初心者だということも可能であろう。初心者

にしても、何もない白紙の状態でその仕事についたわけではなく、なんらかの履歴を持っているはずで

ある。たとえば、以前は、異なった仕事についていたり、異なった部署にいたり、学校教育を受けた経

験があるはずである。このような意味で、初心者も、またそれ以前に用いていた知識や技術を異なった

コンテキストの仕事の中で再構成することが要求されるであろう。しかも初心者は、熟練者が昔経験し

たような仕事やその学習の過程を繰り返すのではない。むしろ、先にみたような新しい道具の導入やそ

れに伴う熟練者による過去と現在の技術の相互的な構成というコンテキストに参加しているのである」。

�
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��� 知的資本の形成と社会関係資本

知識の創造と学習では相互作用が欠かせないとするなら、社会関係資本が知的資本の形成を支援する

ことが予想できる。それでは、どのようなプロセスで社会関係資本は、知識創造の支援に向けて働くの

であろうか。中心となるプロセスは、情報や知識の結合と交換だと考えられる。結合とは、これまで関

係性を有していなかった、あるいは以前とは異なる関係性をもって情報と知識を結びつけることである。

そして結合される情報や知識は、さまざまな人びとや組織によって保有されているので、それらの受け

渡しつまり交換が結合に先立って行われる必要がある。

知識創造には２つのタイプがあるとされる。第１のタイプは、既存の知識を漸進的に変化発展させるな

かで生じるものである。
��/� ��� .���� ����	�は部分的探索による安定的ヒューリステックと名づけ

ている。第２のタイプは革新的な知識創造であり、./� ���������$&�はイノベーションと呼び、2�1!���

��� ./�������	�はダブルループ学習と名づけている。

このように漸進的知識創造においても革新的知識創造でも、新しい結合が必要となっている。過去に

は結びついていなかったものを結びつける。これまでとは異なった結びつけを行う。こうした考え方は

イノベーションを考える際の研究の出発点となっている �./� ������� ��$&� ������� ����� ����� ���

+�,������� ����� 3�1 � ��� 4������ ���"� 
���� ��� #������� �����。

新しい知識創造は、社会的相互作用と協力関係を通して実現する。交換と結合の場面では、積極的に

交換・結合活動を行う主体的意思が必要であると思われる。また、そのためには交換と結合へと向かわ

せる動機づけが必要になるのではないだろうか。ここに社会関係資本の役割がみいだされる。

��� 結合と交換そして社会関係資本

結合と交換が知的資本を拡充する上で大事だとするなら、これらを促進する条件を考察する必要があ

る。
���� ��� #������������は、３つの条件を提示している。

第１の条件は、情報や知識へアクセスする機会の存在である。つまり結合と交換を形成するための条件

である。他人や他組織が有するさまざまな知識や知的活動に触れることを意味している。この点におい

てインターネットの発達が、結合と交換を進捗させる役割を果たすことは言うまでもないだろう。
����

��� #������������によると科学上の発見は計画的ではなく、偶然の結合と交換から見つかるものが多

い。知識や知識創造のプロセスへのアクセス可能性が高いことは、この偶然性の確率を高めることになる。

第２の条件は、知識創造の実現への期待である。資源を交換し結合することが、知識の創造をもたら

すとの期待が必要である。結果はともかく、交換と結合が価値ある意義のある成果を生むと期待される

必要がある。知識を生み出す作業は、その成果が確実に得られるとは限らない。むしろ徒労に終わって

しまうことのほうが多いかもしれない。必ず成功する、あるいは成果を出せるという信念を抱かせるこ

とが大切である。

第３の条件は、交換と結合への参加意欲の確保である。つまり交換と結合に自ら参加したいという意

欲が必要であり、彼らへのモチベーションの提供が重要となる。モチベーションの手段としては、金銭

のような物的なインセンティブだけではなく、正しいことをしているという理念的インセンティブ、ある

いは自己の能力を高めたいという自己実現的インセンティブの場合もあるだろう。

次に社会関係資本が、これらの条件を満たすかどうかについて検討してみよう。社会関係資本の構造

的次元は、他人や他の組織との連結を意味する。情報や知識へのアクセス可能性は少なくとも確保され

る。社会関係資本は関係のなかに存在し、関係は交換を通して形成されていく。#����,��������	��のい

う弱連結 �単なる知り合いなどの希薄な人間関係にみられる関係� は、強連結 �家族や恋人あるいは仕事
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上の緊密な人間関係にみられる関係�と異なり、浅く広く情報と知識を探索するのに優れている。イノ

ベーションのなかには、当事者にとって想定を超えた思いがけないことを契機として見つかるものがあ

る。弱連結によって多彩な情報や知識が集まってきたほうが、思いがけない想定外の結合が可能になる。

弱連結を価値あるものにするには、よく知っている人ではなく、単なる知り合いを増やすことが効果的

であり、構造的次元の社会関係資本の拡充が求められる。

多様な情報や知識を集めるために弱連結は大いに貢献するが、知識には暗黙知の形態をとるものもあ

る。暗黙知は形式知と異なり、潜在的に理解され応用されるものである �0����!�� �����。明瞭にするこ

とが難しく、直接の経験と行動から得られる。また暗黙知は本来、時間をかけて徐々に発展していく主

観的で個人的な知識である。通常、相互の頻繁な会話、物語、そして経験の共有を通して伝達されてい

く。暗黙知は学習に時間がかかるので、生産活動や研究開発などで暗黙知の移転が必要となる場合、そ

うした活動を遅延させる原因となるだろう。多くの論者が有益な暗黙知の移転の難しさを指摘している

�5������ ����� 4����� ��� 3�1 �� ����� -����� ��� 6��� /��� �����。

暗黙知は容易に移転できないからこそ、交換と結合の対象とすることができれば、他では得難い価値を

創造することができると思われる。経営戦略の立場から言えば、差別化の有力な源泉となりうるし、経

営資源論の立場からすればコアコンピタンスを形成することに繋がってくる。暗黙知の交換では、関係

的そして認知的次元の社会関係資本がおおいに活躍すると考えられる。また、経営戦略上、外部には秘

匿しておきたい情報や知識を交換する際にも、信頼関係を築く関係次元の社会関係資本が求められるだ

ろう。

関係的次元は人間関係や組織間関係の状況を反映している。信頼関係が確立していれば、知識や情報

を交換する際の不安は薄まる。相手に裏切られる心配がないので、オープンマインドに知識や情報をや

りとりできるようになる。������������ ��'""&(""��は高い不確実性下の知識創造の場面で、相互信頼が

大きな役割を果たすと指摘している。こうした文脈での信頼関係の重要性について次のような事例があ

る�。

三重県亀山市にあるシャープの液晶工場の立ち上げには、歩留まりの低下問題という大きな困難があっ

たという。こうした問題を解決するには、シャープの全社的協力が必要であるが、それをすると亀山工

場の独自技術やノウハウが流出してしまう危険があった。過去の工場立ち上げでは、技術ノウハウが流

出し、韓国企業のキャッチアップを速めてしまったことがあった。液晶統括の専務であった谷善平は、亀

山工場の情報をすべてさらしてしまう決断をする。情報を明かさないということは、その人を信頼して

いない、ということになる。シャープの液晶事業にはいらない人間など一人もいない。ノウハウを持っ

て辞めていくような人間がいるとしたら、我々の信頼を裏切ったその人は、永遠に仲間はずれになるは

ずだと腹をくくった。効果はてきめんに表れたという。亀山からのＳＯＳにシャープの他工場の技術陣

が応じ、「その問題なら似たような現象を経験したことがある」と失敗の歴史を持ち寄って、一つひとつ

課題を潰す地道な作業を積み重ねていき、工場の立ち上げは成功した。

亀山工場の事例は、シャープという１つの企業組織体の内側で知識移転が行われた例である。����������$	�

は、組織成立の必要十分条件は、目的の存在、協働意欲、そしてコミュニケーションであるとする。先

にみたように、これらの条件は成立要件とみるべきよりも理想的な組織一般に該当する機能と考えるべ

きである。さらに、いわゆる組織体でなくとも、目的、協働意欲、そしてコミュニケーションが存在す

るネットワーク関係は構築されうるし、そこで社会関係資本が形成されていくことになる。

認知的次元の社会関係資本は、アクセス可能性と知識創造実現への期待の双方の条件を充たしうると

考えられる。知的資本は社会的相互作用の産物であり、+�,� ��� ���1��������の指摘するように知識

�「決戦テレビ最終戦争　シャープ液晶世界一への道」日経ビジネス ��������� 号	

���������

�
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や意味は社会的状況に埋め込まれている。交換と結合をスムーズに行うには社会的状況を理解するため

のコンテクスト �文脈�の共有が必要となる。コンテクストの形成には言葉とコードの共有が欠かせない

し、成功体験の共有といった文化的側面が欠かせない。言葉の共有によって人びとは議論し情報を交換

するようになる。すなわち言葉によって情報や知識の結合能力が強化される。言語は多義的な解釈を通

したリッチな意味の集合を形成し、それらを交換するための強力な手段となるといえるだろう。また成

功体験やシンボルの共有が共通の価値観の浸透を深めていく。価値観の共有は異質性の排除に繋がる危

険もあるが、それがコミュニケーションのベースになることを考えれば、交換と結合のネットワークの

維持に必要なことと思われる。この点で認知的次元の社会関係資本が交換と結合に大いに貢献している

といえる。

そして何よりも認知的次元は、知識創造のための交換と結合に正当性を与えてくれる。第三者がみる

と、「とうてい理解できない」「不可能である」「無謀である」とされることであっても、共通の目的から

導かれた価値観の共有が実現していれば、それは「正しいことをしている」「必ず実現できる」との信念

を当該ネットワークのメンバーに抱かせる。

メンバーの参加意欲の確保つまりモチベーションの問題を考える際には、「交換」の概念に再度立ち返

る必要があるだろう。-������� ��� #������������は、取引コスト理論の批判のなかで次のように論じ

ている。「組織の優位性は階層によって人間の病理を克服することではなく、イニシアチブをとり、協力

し、学習する人間の能力を高めることにある。学習すること、そしてイノベーションおよび目的志向の

適合において学習を活用することは、組織内部の目的性や多様性に依存している。同様に、組織は協力

を維持するために、必要な信頼とコミットメントを創り出す社会的関係を生み出すことができないと失

敗する」。

-�������らは、組織の優位性について以上のように言及するが、「必要な社会的関係を生み出すこと

ができないと失敗する」という彼らの表現から次のことがいえるだろう。取引コスト理論では、調整手

段として機能する存在という意味で組織という言葉を使用している。それに対して、-�������らのいう

組織は望ましい社会的関係の形成、つまり社会関係資本を備えたものであると思われる。

知的資本を創造するための結合と交換に必要な条件のうち、協力への参加意欲は、その社会関係にお

いて目的を明確にし、参加意欲を引き出すことで充たされると考えられる。ただし結合と交換に協力し

ようとする参加意欲は、新古典派経済学の中核的動機である自己利益の最大化の論理では充足されない。

自分の利益を追求する一方で、競争に負け脱落していくリスクの回避が、主たる行動原則と仮定されて

いるからである。主体間の相互作用をこうした「経済的交換」の視点からではなく、もっと多様で幅の

広い「交換」の概念で考察していく必要がある。����������$	�は、組織が市場を模倣するだけでは組

織内のインセンティブ問題は決して解決されないとする。この主張は経済的交換の見方だけでは人間の

動機づけとして不十分であり、さまざまな社会的交換の対象となる誘因が大切であることを示している

と考えられる。こうした社会的交換がもたらす価値あるものの１つが、社会関係資本といえるのではな

いだろうか。

� 結語にかえて

人間は自己の経済的利益の最大化を追求するという経済学で支持されてきた仮説は、説明モデルとし

て不十分であるといえる。経済的行為であると一見みえるものでも、その背景には社会関係が大きな影

響を及ぼしていることがある。本稿は、イノベーション活動が、純粋の市場取引ではなく、社会関係資

本の充実した場所において行われることを示そうとしたものである。社会関係資本とは ����������		�

��
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によれば、関係的資源を示す用語であり、共同社会組織の個々人の行動を説明する上で効果があるとい

う。彼によると、近年の研究はこの概念を幅広い社会現象に応用しており、家族の内外の関係、企業内

や企業間関係、組織と市場の問題などが対象になっているという。

社会関係資本は ����������$	�のいう組織の成立要件を満たしうると考えられる。すなわち、目的、

協働意思、そしてコミュニケーションである。階層による調整を必ずしも持たない社会的関係でも、これ

らの要件を満たす可能性がある。むしろ、これらの要件は組織の成立要件ではなく、目的を実現するた

めの理想的な関係の状態を示すとしたらどうだろうか。たとえば組織間関係として取り上げられる企業

間提携は、ネットワーク関係による社会関係資本の視点から考察したほうが、その成否の分析が深まる

と思われる。知識創造は市場より組織のなかで行うことが適しているとの主張があるけれども、それは

階層制を有する組織という意味ではなく、社会関係資本の充実した組織を指していると考えられる。つ

まり市場よりも組織内部において、社会関係資本が形成されやすいという観点である。研究活動や新製

品開発の際に頻繁に形成されるプロジェクト・チームは、階層的な管理を受けにくいように工夫された

組織形態といえるだろう。ここでは社会関係資本によって、情報と知識の交換と結合の場がつくり出さ

れていると思われる。
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Abstract　　 Social capital is the sum of the actual and potential resources embedded within the

networks of relations. New knowledge creation needs combination and exchange of information and

knowledge the members of a social network have. Social capital facilitates the combinations and

exchanges of knowledge because it brings trust, purpose, and motivation on knowledge transfer.
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